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１．研究計画の概要 
本研究は、2050 年を目標とする地球環境問

題を、市場メカニズムを通じて技術選択が陽
表的に行われる動学的応用一般均衡モデル
を構築することで、技術開発による環境問題
解決を一般均衡モデルの枠組みで分析する
ことである。そのために、まず応用一般均衡
モデルに非連続的な技術選択を陽表的に取
り入れる方法を検討し、動学的な視野に基づ
いて、研究開発投資のような固定費用の存在
を考慮したモデル開発を行う。その場合、ボ
トムアップ型の詳細な代替的技術情報は外
部情報として利用しつつ、複数のアクティビ
ティの組み合わせを市場メカニズムに基づ
いて決定するトップダウン型のモデルを構
築する。技術の研究開発に必要となる固定費
用は、資本とは別に技術資本として取り扱う
が、資本とは異なり、固定費用の存在による
収穫逓減の性質を持つことから、研究開発に
よって生じる費用負担については限界原理
ではなく、マークアップ方式によるものとす
る。したがって、研究は次のような段階に沿
って実施される。 
第一段階は、固定費用を必要とする複数の

技術アクティビティを内包する静学的応用
一般均衡モデルを開発する。当然、応用一般
均衡モデルは収穫逓増型の不完全競争モデ
ルとして構築される。なお、本研究において
複数の技術アクティビティを持つ産業とし
て、電力を取り上げる。その理由は、発電の
ための代替的な技術は、未採用の技術を含め
て、アクティビティの詳細が既知であること
による。 
第二段階は、研究開発投資を貯蓄・投資の

動学的な最適化行動に取り入れ、動学的応用
一般均衡モデルを構築し、技術選択のタイミ

ングに焦点をあてて研究する。動学モデルの
構築においては、貯蓄・投資の決定について
動学的最適技法に基づく Forward Looking 型
動学モデルとする。 
第一段階と第二段階は日本を対象とする
１国モデルであるが、第三段階では、国際的
な多国間取引を取り入れた多地域動学的応
用一般均衡モデルを構築する。本研究は、
2050 年を目標とする地球環境問題を、市場メ
カニズムを通じて技術選択が陽表的に行わ
れる動学的応用一般均衡モデルで分析する
ことである。本研究における国際的多地域多
部門動学的応用一般均衡モデルの構築は、
GTAP データベースを用いて行い、詳細な技術
情報に基づいて複数の技術アクティビティ
を取り扱うデータベースを構築する。特に、
発電分野における原子力および再生資源の
利用技術、二酸化炭素固定化・貯蔵技術など
を分析の対象とする。 
第四段階は、各段階で構築されたモデルを
オープンソースの形でインターネット上に
公開することで公共財としてのモデリング
の地位を確立することである。オープンソー
スとしての提供は、応用一般均衡モデルの世
界的権威の一人である Thomas F. Rutherford
教授が行っているが、本研究もそれに見合う
ものである。本研究で開発されたモデルを公
開することで、多くの助言と協力者が得られ
ることが期待される。 
 
２．研究の進捗状況 
地球環境問題を解決するための二酸化炭素
削減政策が経済と地球環境に与える影響評
価を、詳細な技術情報に基づくボトムアップ
型技術選択モデルをトップダウン型の異時
点間動学的最適化応用一般均衡モデルに取



り入れ研究を行った。特に、2020 年と 2050
年の二酸化炭素を中心とする温室効果ガス
削減に焦点をあて、技術の採択・普及の要件
を応用一般均衡モデルの枠組みで明らかに
することに重点を置いて研究を進めた。 
(1) 電力について、火力・原子力・水力の既
存技術の効率化、二酸化炭素回収貯留技術、
太陽光・風力発電などの自然エネルギー技術
を陽表的に取り入れた日本一国の動学的応
用一般均衡モデルを作成し、発電部門におけ
る低炭素技術の採用が、二酸化炭素価格の動
向に大きく影響されることを明らかにした。
また、自然エネルギーの固定買取制度が、自
然エネルギーの普及に大きな役割を果たす
ことも明らかにした。 
(2) 動学的最適化モデルであること、将来の
政策のあり方や家計の嗜好の変化が、低炭素
社会へのスムーズな移行に重要であること
が明らかにできた。特に、低炭素社会実現の
ための投資は単なる費用ではなく、大きな便
益を生む役割を持つことを示した。 
(3) 一国モデルを世界モデルに拡張し、国際
的な動学的最適化応用一般均衡モデルを作
成し、コペンハーゲン合意に基づく温室効果
削減目標の履行が、世界的規模での低炭素技
術の革新を促し、二酸化炭素削減に寄与する
ことを明らかにした。さらに、日本が世界一
の排出国である中国と共同して排出削減に
取り組むことが日中両国にとって望ましい
結果をもたらすことを明らかにした。その場
合、中国には GDP 比での削減目標でも十分な
削減効果のあること、二国間クレジットによ
る柔軟な取り組みが、重要な役割を果たすこ
とを明らかにした。 
 
３．現在までの達成度 
②おおむね順調に進展している。 
（理由） 
ボトムアップ型技術選択モデルをトップダ
ウン型応用一般均衡モデルに取り入れ、日本
一国だけでなく、国際的多地域モデルにも拡
張することで、地球環境問題解決のために経
済モデルに対する要望に応えることができ
ており、政策指向型研究としては大きな貢献
ができた。ただ、本研究で重視した、固定費
用を考慮した費用逓増型の不完全競争モデ
ルは実験段階であり、技術開発の実証分析に
裏打ちされたモデルの構築が残されている。 
 
４．今後の研究の推進方策 
技術開発に関する実証分析のこれまでの

蓄積を動学的応用一般均衡モデルに活かし、
費用逓増型動学的応用一般均衡モデルの開
発を行う。 
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